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１ 職員の任免及び職員数の状況

(１) 採用及び退職の状況

項 目 一般行政職等 消 防 職 医 療 職

採用者数

R2.4.1付採用 １３人 ０人 ２３人

うち割愛等採用 ４人 ０人 ０人

うち再任用 １人 ０人 １人

H31.4.2~R2.3.31 ４人 ０人 ７人

退職者数

H31.4.2

~R2.3.31

定 年 ２人 ０人 ５人

普通退職 １７人 １人 ３０人

うち割愛等退職 ４人 ０人 ０人

うち任期満了 ３人 ０人 １人

その他 ０人 ０人 １人

(２) 職 員 数

部 門
職 員 数

平成 31年 令和 2年

議 会 ５ ４

総 務 ９８ １００

税 務 ２６ ２５

民 生 ３３ ３２

衛 生 ２７ ３０

農林水産 １４ １４

商 工 ７ ７

土 木 ２７ ２１

一般行政計 ２３７ ２３３

教 育 ４５ ４７

消 防 ８４ ８３

特別行政計 １２９ １３０

病 院 ３３７ ３３０

水 道 １０ １０

下 水 道 １１ １０

そ の 他 １６ １８

公営企業等計 ３７４ ３６８

総 合 計 ７４０ ７３１

※ 市長、副市長、教育長を除きます。
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２ 職員の人事評価の状況

（１）人事評価

評価の回数 ２回

評価の時期 ３月・９月

評価の対象者 全職員

（２）自己申告

申告の時期 １月

申告の対象者 全職員(病院医療職、消防職を除く任意)

内 容 担当職務、異動希望、資格・免許等

３ 職員の給与の状況

(１) 職員給与費の状況（普通会計決算）

職員数

A

給 与 費 一人当たり給与費

B／A給 料 職員手当 期末・勤勉手当 計 B

人

３６６

千円

1,230,180

千円

250,608

千円

498,437

千円

1,979,225

千円

5,408

※ 職員手当には退職手当は含みません。

※ 職員数は、平成 31年 4月 1日現在の人数です。

(２) 職員の平均給料月額・平均年齢の状況(令和 2年 4月 1日現在)

区 分 平均給料月額 平均年齢

一般行政職 ２８９，６００円 ４０．６歳

技能労務職 ２５０，８００円 ４９．８歳

(３) 職員の初任給の状況(令和 2年 4月 1日現在)

区 分 決定初任給 採用 2年経過日給料額

一般行政職

大 卒
１７８，１９２円

（１８２，２００円）

１９１，１９９円

（１９５，５００円）

高 卒
１４７，２８７円

（１５０，６００円）

１５６，５７８円

（１６０，１００円）

※（ ）内は減額措置を行う前の金額
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(４) 主な職員手当の状況

ア 毎月決まって支給されるもの(令和 2年 4月 1日現在)

区 分 内 容

扶養手当 １ 配偶者 月額 6,500円

２ 子 月額 10,000円

３ 父母等 月額 6,500円

※16歳から 22歳までの子の場合は、月額 5,000円が加算されます。

住居手当 借家(家賃月額 16,000円を超える場合に限る)

・家賃 27,000円以下 16,000円との差額

・家賃 27,000 円超 27,000 円を控除した額の 1/2（限度額 17,000

円）に 11,000円を加えた額

通勤手当 １ 交通機関利用者 運賃等に応じ 55,000円を限度に支給

２ 自動車等利用者

・2ｋｍ以上 5ｋｍ未満 2,000円

・5ｋｍ以上 距離に応じて 4,200円から 31,600円

イ 勤務した実績に応じて支給されるもの（令和 2年 3月 31日現在）

名 称 内 容

時間外勤務手当 正規の勤務時間を超えて勤務した場合に支給

・令和元年度（普通会計）の 1 人当たり平均支給年額 448,000円

特殊勤務手当 著しく危険､不快、不健康その他特殊な業務に従事した場合に支給

・一般行政職員に占める支給対象職員の割合 27.9％

・令和元年度（普通会計）支給対象職員 1人当たり平均支給年額

122,200円

・支給額の多い手当

＊ 消防手当

＊ 不快業務手当

・支給対象職員の多い手当

＊ 消防手当

※特殊勤務手当の種類（普通会計分） 8種類

ウ 臨時に支給される手当

①期末・勤勉手当（令和元年度支給割合）

区 分 6 月 12 月 計

期末手当 １．３００月分 １．３００月分 ２．６ 月分

勤勉手当 ０．９２５月分 ０．９７５月分 １．９ 月分
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②退職手当(退職時に支給される一時金) （令和元年度支給割合）

区 分 自己都合等退職 定 年 等 退 職

支給率

勤続 20年 １９．６６９５月分 ２４．５８６８７５月分

勤続 25年 ２８．０３９５月分 ３３．２７０７５月分

勤続 35年 ３９．７５７５月分 ４７．７０９ 月分

最高限度 ４７．７０９ 月分 ４７．７０９ 月分

エ 特別職の報酬などの状況（令和２年４月１日現在）

区 分 給料・報酬月額等 期末手当

市 長

副市長

教育長

６８１，４００円（８８０，０００円）

６１３，１００円（７２５，４００円）

５７６，０００円（６４０，０００円）

（令和元年度支給割合）

６月期 ２．２２５月分

１２月期 ２．２７５月分

計 ４．５ 月分

議 長

副議長

議 員

４１９，０００円（４４１，７５０円）

３９２，０００円（４１３，２５０円）

３７４，０００円（３９４，２５０円）

※（ ）内は減額措置を行う前の金額

４ 職員の勤務時間その他の勤務条件の状況

(１) 職員の正規の勤務時間(標準的なもの)

1週間の勤務時間 開始時刻 終了時刻

３８時間４５分 午前８時３０分 午後５時１５分

(２) 一般行政職員の年次有給休暇の取得状況(令和元年分)

総付与日数

(ａ)

総使用日数

(ｂ)

対象職員数

(ｃ)

平均使用日数

(ｂ)／(ｃ)

消化率

(ｂ)／(ａ)

７，９３５日 １，６９７日 ２０２人 ８．４日 ２１．４％

(３) 特別休暇の導入状況(主な特別休暇と付与日数)

ア 骨髄提供のための休暇 必要と認められる期間

イ ボランティア休暇 １年に５日以内

ウ 結婚休暇 連続する５日以内

エ 産前休暇 ６週間以内に出産する予定で、出産の日までの申し出た期間

オ 産後休暇 出産の日の翌日から８週間を経過する日までの期間

カ 小学校就学の始期に達するまでの子の看護のための休暇 １年に５日（２人

以上の場合は１０日）以内
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キ 短期介護休暇 １年に５日（要介護者が２人以上の場合は１０日）以内

ク 配偶者出産休暇 出産に係る入退院の日から産後２週間以内に２日以内

ケ 産後８週間以内の子又は小学校就学前の子の育児のための休暇 産前６週

間前から産後８週の間に５日以内

コ 夏季休暇 原則として連続する４日以内

５ 職員の休業に関する状況

（１）育児休業及び育児短時間勤務制度等の利用状況

育児休業は子が３歳に達する日の前日まで取得することが可能です。また、

小学校就学の始期に達するまでの子を養育するために、部分休業制度と育児短

時間勤務制度を設けています。平成３１年４月からは、子が小学校卒業まで取

得可能な「子育て時間制度」を新たに創設しました。

ア 育児休業及び育児短時間勤務制度等の利用者数

種 別
令和元年度の新規取得者数 前年度からの継続取得者数

男 女 計 男 女 計

育児休業 ２ ２０ ２２ ０ １７ １７

短時間勤務 ０ ５ ５ ０ ２２ ２２

部分休業 ０ ２ ２ ０ ８ ８

子育て時間 ０ ６ ６ － － －

イ 育児休業の承認期間(令和元年度新規取得者)

期 間
6月以下 6月超え

１年以下

1年超え

1年6月以下

1年6月超え

2年以下

2年超え

2年 6月以下

2年 6月超え

3年以下

計

取得職員数 ４ ８ ２ ３ ０ ５ ２２

ウ 育児短時間勤務の承認期間（令和元年度新規取得者）

期 間
3月以下 3月超え

6月以下

6月超え

9月以下

9月以上 計

取得職員数 ０ ０ ０ ５ ５
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エ 部分休業の承認期間(令和元年度新規取得者)

期 間
1年以下 １年超え

2年以下

2年超え

3年以下

3年超え

4年以下

4年超え

5年以下

5年超え 計

取得職員数 ２ ０ ０ ０ ０ ０ ２

（２）介護休暇の取得状況(令和元年度)

介護休暇は、負傷、疾病、又は老齢により２週間以上の期間にわたり日常生

活を営むのに支障がある家族等（要介護者）の介護をするため、勤務しない

ことが相当であると認められる場合に取得することができる制度です。

ア 介護休暇の取得者数

取得職員

要介護者

配偶者 父母 子
配偶者

の父母
祖父母 兄弟姉妹 孫 その他 計

男性職員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

女性職員 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

イ 介護休暇の承認期間

期 間 1月以下
１月超え

2月以下

2月超え

3月以下

3月超え

4月以下

4月超え

5月以下
5月超え 計

取得職員数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

６ 職員の分限及び懲戒処分の状況

(１) 分限処分者数（平成 31年 4月 1日から令和 2年 3月 31日）

降任 免職 休職 降給 計

勤務成績が良くない場合 ０ ０ ０ ０ ０

心身の故障の場合 ０ ０ ２ ０ ２

職に必要な適格性を欠く場合 ０ ０ ０ ０ ０

職制､定数の改廃､予算の減少により廃職、

過員を生じた場合
０ ０ ０ ０ ０

刑事事件に関し起訴された場合 ０ ０ ０ ０ ０

計 ０ ０ ２ ０ ２

※ 同一の者が複数回にわたって分限処分に付された場合、その数を重複して計上しています。
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(２) 懲戒処分者数（平成 31年 4月 1日から令和 2年 3月 31日）

戒告 減給 停職 免職 計

法令に違反した場合 ０ ０ ０ ０ ０

職務上の義務に違反し又は職務を怠った場合 ０ １ ０ ０ １

全体の奉仕者たるにふさわしくない非行のあった場合 ０ ０ ０ ０ ０

計 ０ １ ０ ０ １

７ 職員の服務の状況

職員の営利企業等従事許可の状況（令和元年度）

職員は、次に掲げる場合には任命権者の許可を受けなければなりません。職員

が、全体の奉仕者として職務に専念する義務を負っていることに基づくものです。

区 分 許可件数

営利を目的とする私企業を営むことを目的とする会社、その他の役員、

顧問、評議員及び当該会社、団体の重要方針決定に参画する上級職員の

地位を兼ねる場合

０

自ら営利を目的とする私企業を営む場合 ０

報酬を得て事業もしくは事務に従事する場合 ５

計 ５

８ 職員の研修の状況

研修の実施状況(令和元年度)

研 修 区 分 研修回数 参加人数

岐阜県市町村職員研修センター ４３ １６７人

その他研修 ３０ ４９人

市単独研修 ６ ６７１人

計 ７９ ８８７人
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９ 職員の福祉及び利益の保護の状況

(１) 職員の健康診断の状況(令和元年度)

健康診断の種類 受診者数

人間ドック １３７人

定期健康診断 ５８６人

(２) 公務災害補償の状況(令和元年度)

加入団体 災害件数

地方公務員災害補償基金岐阜県支部 １０件

(３) 福利厚生制度（令和元年度）

職員の生活の安定と福祉の増進を図るため、岐阜県市町村職員共済組合に加入す

るとともに羽島市職員互助会を組織しています。共済組合などが実施する事業の経

費は、法律などの定めにより職員の負担と事業主の負担によってまかなわれていま

す。

名 称 事 業 名 事 業 内 容

岐阜県市町村

職員共済組合

短期給付事業

病気や怪我をしたときの給付

出産・死亡したときの給付

休業したときの給付

災害にあったときの給付

長期給付事業 退職共済年金、障害共済年金及び遺族共済年金

保健事業

健康診断費助成事業

健康増進支援事業

宿泊施設利用助成事業

貯金事業

貸付事業 一般貸付、住宅貸付

羽島市職員

互助会

斡旋事業 各種催事等の斡旋

厚生事業 外部委託

保険事業 弔慰金、医療保険

※ 羽島市職員互助会 平成３１年４月１日現在の会員数６７４人

公費負担なし
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１０ 公平委員会に係る業務の状況

(１) 勤務条件に関する措置の要求の状況(令和元年度)

区分 給与 旅費 勤務時間 休暇 執務環境 厚生福利 転任 任用 その他 計

件数 ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０ ０

(２) 不利益処分に関する不服申立の状況(令和元年度)

該当はありません。


